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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
今、世界も日本も大きな転換期にある。私は、BOP／インクルーシブビジネスは、日本が新しい時代をアフリカと共創していく、ひとつの重要なきっかけになると考えている。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ということで、こうした3つの観点から、お話したい。




Co-Creating a New Era with African 
Partners
 Dynamic changes and challenges in Africa

 Annual growth rate of 5% (real GDP); continued population growth 
contributing to the emergence of middle class, expanding market 
potential.

 But, uneven distribution of the fruits of the growth. Need to tackle
the remaining challenges of MDGs and cope with new challenges 
associated with the growth process.

 Changing Japanese society and economy
 Population crisis (declining birth rates and aging). Need for growth 

generation, through “innovation and new value creation”

 Aspiration of the international community in 
the post-2015 era
 High expectation to technology and innovation power of the private 

sector to address global issues and development challenges.

 BOP/Inclusive Business provide a golden 
opportunity for “Future Investments” for Africa 
and Japan.

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
「新しい時代」をアフリカと共創する――
・私は開発援助を専門にしており、アフリカを含む途上国や新興国、ドナー国もよく訪れる。また目下、外務省の「ODA大綱」見直し懇談会のメンバーとして、今後の開発協力について議論している。現場で感じ、また大綱見直し議論の根本にあるのが、今、世界も日本も「新しい時代」が来ているという認識。
・これは、アフリカと日本の関係においてもいえること。私はこの「新しい時代」をアフリカと共創（Co-Create）することが、日本の「未来への投資」にもなると考えている。�その理由は３つ。

第1に、アフリカ自身の変化。
第2に、日本の社会・経済の変化。

第3に、国際社会の変化。
・現在、国際社会では、ミレニアム開発目標（MDGs）の2015年というゴール年以降、次の時代の国際社会がめざす方向について活発な議論が繰り広げられている（「ポストMDGs」）。①「持続可能な開発」(SＤＧｓ）と貧困削減などの開発課題の融合。②民間の技術・イノベーションを活用して、課題解決に取組んでいこうという方向性が重要な柱のひとつになると思われる。（この点は比較的知られているので、アフリカと日本について主に述べたい。）

・アフリカ自身の変化：　次頁
・日本の社会経済の変化：　次頁　




World Population Prospects
（2010～2050 Projection）

Unit: 100 mn pop.

Source：United Nations World Population Prospects, 
The 2010 Revision

2010 2020 2030 2050

10.2 12.8 15.6 21.9

12.2 13.9 15.2 16.9

5.9 6.5 7.0 7.5

13.4 13.9 13.9 13.0

Africa

India

Central and Latin America

China

2010 2011 2012 2013 2014 2015
Africa 5.2 3.6 6.4 3.9 4.8 5.7
Central Africa 5.9 4.4 5.8 3.7 6.2 5.7
East Africa 7.3 6.3 3.9 6.2 6.0 6.2
Ｎｏｒｔｈ　Ａｆｒｉｃａ 4.3 0.3 9.4 1.9 3.1 5.5.
Southern Africa 3.7 3.9 3.3 3.0 4.0 4.4
Western Africa 7.1 6.9 6.9 6.7 7.2 7.1
Sub-Saharan Africa (excl. South Africa) 6.6 6.3 5.8 6.1 6.8 6.9
World 5.3 4.0 3.1 3.0 3.7 3.9
United States 3.0 1.8 2.8 1.9 2.8 3.0
Euro Zone 1.9 1.4 -0.7 -0.4 1.0 1.4
Japan 4.4 -0.6 1.4 1.7 1.7 1.0
China 10.4 9.3 7.7 7.7 7.5 7.3
India 10.6 7.7 3.2 4.4 5.4 6.4
ASEAN 5 7.0 4.5 6.2 5.0 5.1 5.6

Economic Performance and Prospects (real GDP growth rate) unit: ％

Source：African data are based on AfDB, OECD, UNDP African Econo;mic Outlook 2014（2014-15: projection, 2013:
estimate）。Other countries are based onIMF World Economic Outlook、April 2013 & Jan. 2014（2014-15: projection).

Economic Performance and Prospects of Africa
(real GDP growth rate: ％）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
アフリカ自身の変化について。
・ご存知のとおり、アフリカは年率平均5％と、ダイナミックに成長している大陸。将来も人口増加がみこまれ、中間層の台頭とともに、市場としての魅力が高まっている。その一方で、成長の恩恵は偏在しており、MDGs達成の進捗はアジアと比べると遅い。また今後、成長に伴って生じる新たな課題への対応も必要になってくる（格差拡大、都市化、環境、インフラ不足等）。

・これら図表は、他地域と比べたアフリカ経済成長率、及び世界の人口の推移を示したもの。
・アフリカ開発銀行（AfDB：African Economic Outlook 2014年版）によれば、世界の金融不況（リーマンショック）を乗り越え、ここ5年、アフリカ全体は実質GDPが約5％を維持して成長。2014年は4.8％、2015年は5.7％の成長率が予測されている。特にサブサハラ・アフリカの成長率は高く、中国に次ぐ、そしてアセアンやインドと並ぶ成長センターになっている。資源国だけでなく、資源がなくても頑張っている国もある。
・アフリカは世界で最も速く人口が増えている地域でもある。国連の推計では、2050年には、世界人口は90億人をこえ、うち22億人（つまり約4分の1）がアフリカ大陸に住むと見込まれている。



MDGs目標1の達成状況：極度
の貧困と飢餓の撲滅

Progress of MDGs Goal 1： Halving Extreme Poverty by 2015
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（出所）MDG Report 2013: Assessing Progress in Africa toward MDGｓ, UNECA, AU, AfDB, UNDP (2013, May)

Population Living Below 1.25 per Day：million

Sub-Saharan Africa

Regions 1990 1999 2005 2008 2010
2015

（proj.）
Annual Avr.

（1990-2010）

East Asia & Oceania 56.2 35.6 16.8 14.3 12.5 5.5 4.11
Europe & Central Asia 1.9 3.8 1.3 0.5 0.07 0.4 4.01
Central & Latin America 12.2 11.9 8.7 6.5 5.5 4.9 2.62
Middle East & North Africa 5.8 5.0 3.5 2.7 2.4 2.6 2.55
South Asia 53.8 45.1 39.4 36.0 31.0 23.2 2.65
Sub-Saharan Africa 56.5 58.0 52.3 49.2 48.5 42.3 1.29
Total 43.1 34.1 25.0 22.7 20.6 15.5 2.96

Poverty Ratio (％： Pop. Proportion Living below 1.25 USD/day)

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・これら図表は、MDGs達成にむけた進捗を示したもの。 1日1.25ドル未満で暮らす極度の貧困層を半減する目標（Goal 1）は、グローバル（マクロ全体）には達成された。しかし表が示すように、近年のダイナミズムにもかかわらず、サブサハラ・アフリカだけは削減スピードが遅い。棒グラフで絶対数をみると、極度に貧しい人々は、他地域では減っているが、赤のサブサハラ・アフリカは人口増もあり、唯一、増えている。

・つまり、アフリカでは成長が貧困削減につながりにくいわけで、これは、アフリカの成長がはらむ「危うさ」といえる。アフリカが持続的成長をとげ安定したパートナーとなることは、日本にとっても世界にとっても重要。そのためには、アフリカの人々、社会がもつリソースを活用して、恩恵が広くゆきわたるような（つまり、「インクルーシブ」な）開発を進めることが重要になる。鉱物・石油資源はもちろん、アフリカの多くの人達がかかわる農業、農産品をインプットとした工業化も重要である。




Future of Japan  -- Cabinet Office “Choice of 
Our Future” Committee: Interim Report
 Under the status quo, Japan will face very difficult challenges 

in the future.
 But, if our institutions, policies and mindsets change, it is 

possible to change Japan’s future.
 Japan’s scenario up to 2060 (with declining birth rates and aging)
Population （2013）127.3 million  （2060）86.74 million

Population
decrease

2008～2013 ▲160,000/year
Late 2010s～early 2020s ▲500～00,000/year
Early 2040s ▲1,000,000/year

Aging （2013）25％ （2060）40％

With aging society, about 40% of the Japanese 
population will be over the age 65 by 2060 
(less than 50 years ahead)

Bringing serious problems such as decreasing labor force, 
slowing economic growth, shrinking local communities, 
threatening fiscal sustainability (social security, tax revenues).

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・そして、日本の社会・経済の変化。かたや、日本は人口減少危機に直面しており、政策・制度・人々の意識を変えないと、活力を失った社会になることが懸念されている。→次頁

・内閣府が今年1月に設置した「選択する未来」委員会が公表した中間報告は、何もせず、私たちに意識や政策・制度が変わらなければ、2060年には日本の人口は今の3分の2に減り、人口の4割が65歳以上という超高齢化をむかえ、活力を失う可能性があると警告している。�（注：この委員会には民間の「日本創成会議」座長で、つい最近、人口減少により2040年に日本では896の「自治体消滅」という危機感にみちた試算をだして注目を集めている、増田寛也氏（元総務相・岩手県知事）も入っている。）

・この報告は、日本は経済を外に開き、「創意工夫による新たな価値創造」による成長が不可欠と指摘している。日本も新しい国際化の時代を迎えているのだ。

・この点において、私は、アフリカは、日本の未来に必要な、人材育成、発想・組織変革を醸成する、チャレンジの場、「道場」を提供してくれると考えている。そして、BOP／インクルーシブ・ビジネスは、まさにそうしたチャンスを開くものである。



EntryPoints for Inclusive Business

Africa Economic Outlook 2014
（AfDB/OECD/UNDP）の表紙

1. Providing solutions for social and 
development challenges faced by 
Africa (o/w: BOP business as an 
approach focusing on poorest 
segment of the society）.

2. Exporting “Champion Products” 
(high-end, only one) for premium 
markets, by adding high value to 
locally available resources.

3. Creating linkages between mega 
FDI projects (often natural 
resources) and local SMEs.

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・では、アフリカとのビジネスにはどのような関わり方があるのか。私は、「インクルーシブ・ビジネス」という発想の重要性を強調したい。「インクルーシブ」は包摂的とか、全ての人々に恩恵をあたえる、といった意味があり、対語はエクスクルーシブ（排他的）。

少なくとも、3つのエントリーポイントがある。
・第1に、アフリカが直面する社会的課題の解決のために、ビジネスを発想する（BOPビジネスは、特に貧困層をターゲットしたアプローチ）。
・第2に、相手国・社会・人々がもつリソースに高い付加価値をつけて「チャンピオン商品」として、世界のプレミアム市場に輸出する。
・第3に、資源開発などの外資メガプロジェクトにおいて、地場企業とのリンケージを創出する。

これらについて、もう少し詳しく説明したい。







Providing Solutions to Social Challenges 
and Building National Systems
 Business can contribute to solving broad social 

and environmental problems, building human 
resources and national systems.

Educational 
Services

Electronic 
Vehicles

Medicines
Drug

VAT collection system

Building VC for recycling used cars（出所）写真は各社のHP、公表資料から

Off-grid 
Energy

(solar, wind, 
bio, etc.)

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・まず第1に、国造りやその国の広範な社会課題解決に貢献するビジネス。

・例えば、（数週間前にTVで放映されたが）大阪の中小企業、BMCインターナショナルが開発した、付加価値税（VAT）徴収管理システム（小売店のレジに無線端末をつけてデータ管理する）は、税収を正確にレポートするという国の根幹にかかわる情報を提供し、多くのアフリカ政府の注目を集めている。エチオピア、ブルキナファソ等で導入が進んでいる。

・また、アフリカには中古車が多いが、中古車を適切に分別処理してリサイクルし再輸出するといった、部品のリユース、資源リサイクルを軸にビジネスを展開している企業（会宝産業）もある。

・このほか、この後に発表いただく、教育サービス（公文教育研究会）、医薬品の販売（ロート製薬）、環境にやさしい輸送手段・電動バイク（テラモーターズ）、ジェトロファから地産地消のバイオ燃料を生産する（日本植物燃料）、分散型・小型の風力発電等の再生可能エネルギーの供給（ゼファー：小型風力発電）、など、数多くの例、切り口がある。




BOP Business
 Business can build partnership with the poor 

(low-income groups), as consumers, producers, 
distributors and retailers, etc.

Improving 
Productivity 
of the Poor

Increasing 
Income 

of the Poor

Nutrition improvement Clean water system

Solar Lantern
Organic vegetables (agriculture VC）

Water purification PGα21Ca

Meeting 
Basic Needs 
of the Poor

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・このうち、BOPビジネスは、特に貧困層にターゲットし、貧困層が直面する開発課題、社会課題解決型のビジネスモデルによるもの。貧困層が消費者、あるいは生産者、流通・小売業者等としてビジネスに関わり、そこから恩恵をうけるもの。

・BOPビジネスと一口にいっても、さまざまなアプローチがある。（写真には一部、この後にご登壇いただく企業の取組が含まれている）
①貧困層の基本的ニーズに応える製品やサービスを提供するもの：栄養・食料の提供（味の素）、安全な水を提供、衛生的なトイレ、洗剤などなど。これは消費財を提供するもの。

②貧困層の生産性を向上させるもの：ソーラーランタン（パナソニック）はその典型例。簡易な農業灌漑、アフリカで瞬く間に広がった、送金機能つきの携帯電話（M-Pesa）もこの例。

③貧困層の収入を向上させる：貧しい人達の多くが従事する農業でフード・バリュー・チェインを構築、有機野菜など、農産品の付加価値を高め、市場につなげることは非常に重要（坂の途中）。アグリビジネスもその延長上にある。



ProcurementR&D
Design ProductionDistributors

Co-creation
Ideas and needs

Producers 
(raw materials) Workers Workers
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usiness

Value Chain Creation in the BOP Business

Retailers

Workers
Self-employed

Markets

Consumers

D
evelopm

ent 
Im

pacts

Improved Access 
to Basic Services

Job and Income Generation

Technology, Corporate and Product Value Enhancement
(inc. technology transfer, human resource development)

Source： JICA／PwC・ARUN（2013）、Figures 4-16 (p.4-14) adjusted by the author

Value Chain

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こうしたBOPビジネスのバリューチェインを示したものが、この図。



“Champion Products” Approach
 Creating and exporting high-end and only-one 

products for premium-markets, by using the 
resources, culture and history nurtured in a 
particular country.
 JETRO: Demonstration Program for Trade Development 

(FY2007-2013)
 JICA: Experimenting “Champion Products” Approach in Ethiopia

Rwanda：Agaseke（Ruise B）

Ethiopian: sheep skin bag (Andu Amet）

Uganda：Dry pineapple（Far East）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・第2は「チャンピオン商品」アプローチ。これは、その国がもつリソースを活用し、さらにその国の文化や歴史背景を反映するストーリーを添えた新たなイメージをクリエイトし、Only OneでHigh Endな商品を発掘・生産し、海外のプレミアム市場に売り込むもの。

・購買者は貧困層ではないが、多くの場合、原材料の供給や製造過程で貧困層が参加する。超プレミアム、高付加価値をつけて世界に輸出することで彼ら・彼女たちのプライドを高め、また収入向上にも貢献する。例としてあげているのは、ルワンダのバスケット（Ruise B）、世界に誇るエチオピアのシープスキンで鮫島さんがデザイン・指導したバッグ。Far Eastのドライフルーツ（これはウガンダ、Jali島の甘いパイナップル）。

・JETROは昨年度まで、「開発輸入実証事業」として、こうしたビジネスを始めようとする起業家を支援していた。また自分も関わっているので紹介するが、JICAはエチオピアで、これを「チャンピオン商品」アプローチと名づけて、同国の官民でシステマチックに取組む仕組みづくりを支援中。



Creating Linkages btw. Mega Projects 
and Local SMEs (esp. Resource-Rich Countries)

 Strong desire by host-countries to achieve broad-
based and equitable growth, by linking the local 
economy with mega projects (e.g., oil, gas, 
mining projects)
 In addition to “traditional CSR” (community 

development, education, health services, etc.)
 Mining FDI companies are increasingly engaged in local 

SME development and local procurement of services.
 IFC supporting “Linkages Programs” together 

with FDI and local governments, such as:
 Mozlink（Mozambique）

 Afalo Linkages Program（Ghana）

 Copperbelt SME Supplier Development Program 
（CSSDP、Zambia）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・第3の切り口は、資源国で地場産業とのリンケージを創る産業育成やサービス提供。これは、多くの資源産出国が強く願っているもの。資源国にはメガFDIを含め膨大な資金が流入するが、その恩恵は一部に偏りがち。むしろ資源採掘地域と他地域で大きな格差をうみ、政治問題になりかねない。また資源プロジェクトは資本集約的なので、雇用創出効果は限られている。

・相手国政府の懸念・要望に応えて、近年、資源メガプロジェクトにおいて、鉱山会社等は、①従来型のCSR（コミュニティ開発支援、教育、保健医療サービスの提供等）に加えて、②対象地域で中小企業育成プログラム、現地調達率の引き上げ、など、持続可能な地域産業育成を支援する例が増加。資源開発の恩恵が地域社会に還元される循環をつくろうとしている。

・日本企業や商社も資源国において、例えば、モザンビーク（Mozal)やマダガスカル、アンゴラ等でもCSRに取組んでいると思う。CSRに限らず、こうした地域経済の発展につながる取組も推進していけば素晴らしい。

・なお、国際機関のIFCは、こうした取組を支援するために、「Linkages Program」を資源国で外資と政府と連携して実施している。




Key Drivers for Scaling-up and Success 
(esp. BOP Business）
 Strong commitment of top management, linked with 

corporate business strategy (esp. big corporations)
 Strong local networks (e.g., partners, resources)
 Alliance with various external partners and open 

networking (bringing innovation, cost reduction, and 
reputation, etc.)

 In addition, SMEs must cope with various risks and 
costs for doing business overseas

Need to clarify how social impacts are linked with economic 
benefits （⇒to raise awareness of top management)
Organizational features conducive to innovative thinking
（⇒to foster creativity and field-based inspiration of staff）

Providing “hands-on” support and advices
Supporting “venture business” with social impact investment, 

etc.

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
以上、アフリカでインクルーシブ・ビジネスを発想する切り口を紹介した。

・では、どうすれば、そのようなビジネスを事業化できるのか。社内の説得に成功するにはどうすればよいのか。（ぜひ、続く、企業の方々のお話から示唆が得られると思う。）

・JICAが1年前に行ったBOPビジネスの基礎調査によれば、①経営層の強いコミットメントがあり、②その事業が経営戦略上に明確に位置づけられていること、そして③現地との強いネットワークがあること、が調査段階から事業化へと進む、鍵となる要因のようだ。また、外部の様々なパートナーと連携することで、コスト削減、イノベーションなどのメリットもでてくると思われる。

・経営層に理解してもらえるためには、①社会性が経済性につながるルートを明確にすることが重要（短期の採算性でなくても、将来の有望市場に先鞭をつける、社内イノベーション、企業のイメージ向上、これにより外部資金を獲得しやすくなる、等、いろいろな尺度があってよい）。また、②実務レベルにおいてイノベーション、新しいアイデアを積極的に試すことを奨励する社風や体制があると良い。CSRを戦略的に使っていく発想、社内ベンチャーを奨励する気風、など、通常の尺度で採算を考える事業部とは異なる、組織体制があるとよい。

・加えて、中小企業は、それ以外にもさまざまな事業リスク・コストに直面するので、それを緩和する支援は有用だろう。




There are leaders (individuals, organizations) 
who could act as “connection hub”… nearby
 Assets accumulated through decades of ODA and economic 

cooperation (e.g., JICA experts, JOCV volunteers, local 
partners)

 JETRO (local BOP coordinators), HIDA (ex-AOTS) almuni 
associations (local companies, businessmen, etc.), foreign 
students in Japan

Joint research
(Pro-Japanese 

faculties
& students) NPO Core Road 

Empowerment
(ex-JICA expert)

OSA Japan
(ex-JICA expert) 

with Kenyan experts

Nisshin Oishii Project Eco-friendly toilet, LIXIL

Kenya: JKUAT
(Jomo Kenyatta Univ. of 

Agriculture and Technology)

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・さきほど、現地との強いネットワーク、外部とのパートナー構築が重要と申しあげた。難しいように聞こえるが、「つながり」を生み出せるヒト・組織は、案外、身近にいる。
・JICAによる協力事業、JETROが現地に配置しているBOPビジネス・コーディネータ、HIDA（旧AOTS）の現地同窓会ネットワーク、留学生などなど。日本は国際協力や経済協力を通じて、長年、蓄積した貴重なリソース、ネットワークをもっており、これを十分に活用していくことが重要。

・ここで、例として、ケニアのジョモケニアッタ農工大学を紹介したい。約20年前にJICAがゼロから設立した大学である。ケニア人研究者が育ち、日本の数々の大学の先生がJICA専門家として赴任し、相互交流が進み、実に親日的な大学になっている。さらにJICA専門家OBが、経験を活かして、NPOを立ち上げて自らBOPビジネスに取り組み始めたり（NPO道普請人、どのう使った道路建設）、ケニアと日本をつなぐビジネスコンサルティングをしている（OSAジャパン：ケニア人と共同で日本のタネをケニアでカタチにしようという目的）人達もいる。彼らは、つながり」を創るリーダーとなって活躍しているのだ。�



Role of Aid Agencies, International 
Organizations, and NGOs
 Information and local network
 Financing feasibility studies and pilot testing
 Procurement of products and transportation
 Project management and operations, esp. in conflict-affected areas
 International recognition and reputation
 Policy dialogue with governments in partner countries to improve 

business climates (hard and soft)

 There are cases where international organizations and Japanese 
govt. /aid agencies collaboratively support BOP business.

Sumitomo Chemical
Anti-Malaria bed nets：

Procurement & distribution 
(WHO、UNICEF, METI、JICA, etc.）

Polyglu：Water purification in Somalia 
(MOFA, JICA, IOM, NGOs etc)

SARAYA： Handwashing soap
（UNICEF, WHO, JICA etc.)

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
今日のセミナーはAfDB、UNDP、JICAに共催いただいている。外部パートナーに関し、こうした援助機関や国際機関、NGOは有用な役割を果しうる。このスライドは、これら機関が果たせる「機能」を例示したもの。そして、日本政府の支援と国際機関の取組がつながって、事業展開する事例もでてきている。

例えば、
・中央は、日本ポリグルと国際移住機関（IOM）との連携。難民がいるソマリアの地でIOMのもつ現地情報やNGO等とのネットワークを使って、浄水装置の据付や管理を実施、モニタリングしている例。外務省・JICAも支援。




What are Japan’s Comparative Advantages 
in BOP／Inclusive Business ?

 Japanese featuresーーcommon to business and 
development aid
 Sensitivity to culture and society of partner countries
 Equal partner, emphasis on field-work through joint work; 

ultimately “self-help effort” of partners
 Technology
 Total quality, including aftercare and services

 Broad menu of industrial development cooperation 
(relative to other donors), offered by JETRO, HIDA 
and JICA, etc.

Japan can make unique contribution to Africa and 
globally, through BOP／inclusive business！

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・最後に、アフリカで日本発のBOP／インクルーシブビジネスに取り組む場合、日本は比較優位があるのか。あるとすれば、それは何か。

・私は、企業、開発援助の両方とも、日本人は共通して、ユニークな「日本らしさ」をもっていると考えている。それは、
①相手国の文化・社会へのセンシティビティ、感性
②現地目線、寄り添い型での共同作業を重視し、人材を育て、最終的には自助努力・自立を支援するアプローチである。�（日本人は企業であれ、JICA専門家であれ、こうした現場主義、共同作業は共通だと思う。）
・加えて、企業についていえば、
③技術力に優れ、
④アフターケアを含めた、トータルでの品質を重視すること、等。（これに安い価格がついてくるとなお良いが・・・）

・確かに、量的規模や価格、スピードの点では、「某新興国」企業は日本に勝るだろう。ただし、日本企業は質的に、とてもユニークな貢献ができるのだ。
・また、日本は諸外国に比べて、きめ細やかで広範囲な産業開発協力のメニューをもつ点でも特筆される。こうした特徴をもつ民と官が連携すれば、日本発のBOP／インクルーシブビジネスは、アフリカを含む世界にユニークな貢献ができると信じるものである。



African Perspectives： Japan as 
Quality Leader of Business Activities

Ethiopia PM Halemariam（AU Chair@TICAD V
‐Strongly welcome Japanese companies (esp. 
manufacturing)

‐Expect Japanese FDI as Quality Leader (not, 
Qantity)

‐Appreciate Japanese companies to bring and share 
Japan’s value system, work ethics, quality (kaizen).
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 Japanese FDI have unique features, with strong attention to 
long-term and monozukuri (manufacturing) orientation, 
human resource development of partners, compliance, etc.

 PM Abe’s speech of African policy（@AU in Addis Ababa, 
January 13, 2014）
 Strengthening Each Individual, One by One; Kaizen 

Philosophy

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・同じことを、アフリカから視点として、エチオピアのハイレマリアム首相が述べておられる。その言葉を紹介して終わりたい。
・ハイレマリアム首相は、昨年のTICAD VのときにAU議長国も務めた。また、エチオピアではJICAがカイゼン支援をしており、日本企業の良さをよくご存知である。

この言葉から分かるように、
・彼の日本への期待は、「量」よりも「質」である。具体的には、日本には「質的リーダー」として、value system, work ethics, quality (kaizen) を高く評価し、その移転を期待している。
・こうした点は、安倍総理が今年１月のアフリカ訪問時に、アジスアベバで行った演説にも反映されている。

繰り返しになるが、私はこの「新しい時代」をアフリカと共創（Co-Create）することが、日本の「未来への投資」になり、日本発のBOP／インクルーシブビジネスは、ひとつの重要なきっかけを与えてくれるものと信じている。


ご清聴ありがとうございました。
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